
  

令和４年度事業計画 

基 本 方 針 

毎年のように激甚な災害が発生するなど、建設技術関係者の役割はますます重要となっている。 

一方、地方整備局、地方公共団体等においては、長年にわたる厳しい定員事情のもとで、専門

的な知識を有する技術者の不足や組織内の年齢構成の偏り等が見られ、人材の確保や技術の伝承

が大きな課題となっている。このような状況を踏まえ、会員の多様な要望に応え、技術力の向上、

連携・交流の推進に資する活動等を展開する。 

なお、新型コロナウイルス感染症に関する動向は予断を許さないが、社会情勢等を踏まえ、必

要な対策を講じた上で、会員や地方協会の役に立つ活動を行うよう努める。 

(1) 建設（公共）事業を取り巻く諸課題に対応するとともに、会員のニーズに応え、技術研修、

機関誌の発刊、出版等の諸事業について一層の充実を図る。 

(2) 全建活動の活性化を図るため、顕彰事業、建設関係者表彰、地方協会等の活動支援を推進

するとともに、全建活動の積極的な広報を進め、また地方協会との連携強化を図り、会員

の維持・拡大に努める。 

 

事業計画の概要 

１．技術研修事業 

建設技術に関する知識の向上等を図るため、新型コロナウイルス感染症に関する動向等

を踏まえつつ、建設技術講習会を 10回、実地研修会を５回開催する。また、研修内容の

充実を図るため、研修委員会において研修テーマや研修のあり方を検討するとともに研修

参加者や地方の会員の意見を採り入れるため合同研修委員会を開催する。 

① 建設技術講習会では、公共事業における新技術の活用、これからの社会インフ

ラの維持・管理更新など、建設行政や建設技術に関する喫緊の重要課題や最新

情報を取り上げ、講義にはアンケート等を踏まえ、内容の充実を図るとともに、

タイムリーな話題や具体的な取組み事例を積極的に取り入れる。 

② インフラ整備・管理の歴史的経緯や諸外国との比較等により、我が国のインフ

ラ整備・管理のストック効果やフロー効果が有している社会・経済上の意味に

ついての講義を取り入れる。 

③ 機関誌月刊「建設」を活用し、視察現場の写真や講習会参加者の意見・感想を

掲載するなど、建設技術講習会の魅力を発信する。 

④ 講習会ごとに講義や現場視察のセールスポイントを１枚にまとめた「講習会の

ポイント」を作成するとともに、建設技術講習会概要（講師名、講義題目）及

び参加者同士の交流会の参加講師などを早期に公表し、全建ホームページ等で

積極的なＰＲを行う。 

⑤ 賛助会員や一般の建設業者等の参加促進を図るため、（一社）全国土木施工管

理技士会連合会継続学習制度（ＣＰＤＳ）プログラム認定登録を行うとともに、

若手割引や地元割引（地区連割引）等の各種割引を実施する。なお、合同研修

委員会等において討議するなど、参加促進に向けた検討を進める。 

⑥ 実地研修会では現地視察のみではなく、事前に概要説明等の講義を行うととも

に、アンケート等を踏まえ内容の充実を図る。 

⑦ 建設技術講習会や実地研修会では、技術者同士の連携・交流を図り、意見交換

や情報交換を行うことにより知見と人脈を広げ、今後の業務に役立ててもらう

ことを目的に「参加者同士の交流会」を実施する。 



  

⑧ 研修資料（ＰＤＦ）を会場においてタブレット等で閲覧できるよう、リンク先

をテキストに記載し参加者の利便性を図る。また、研修資料（ＰＤＦ）をホー

ムページに掲載するなど、その有効活用を図る。 

⑨ 事務の効率化、参加者へのサービス向上を図ることができるよう、ＷＥＢを活

用した申し込みシステムについて検討する。 

【建設技術講習会】 

年月 開催地 開催テーマ 

Ｒ４年 
８月 

秋田市 第６８３回 これからの社会インフラの維持管理・更新 

９月 
熊本市 第６８４回 公共工事の品質確保と入札契約の適正化 

福井市 第６８５回 これからの公共事業と建設技術者のあり方 

10月 
仙台市 第６８６回 Society5.0に向けた公共事業における新技術の活用 

松山市 第６８７回 工事積算（土木･建築）の動向とi-Constructionの取り組み

11月 
新潟市 第６８８回 道路行政の課題、港湾・漁港行政の課題＜２会場＞ 

佐賀市 第６８９回 災害に強い安全な国土づくり 

Ｒ５年 
１月 

津市 第６９０回 都市行政の課題・河川行政の課題＜２会場＞ 

宇都宮市 第６９１回 上水道行政の課題・下水道行政の課題＜２会場＞ 

２月 山口市 第６９２回 災害復旧 

 

【実地研修会】 

年月 開催地 コース 

Ｒ４年 
６月 

神戸市 他 明石海峡大橋 

新潟市 他 大河津分水路改修事業 

７月 
仙台市 他 東日本大震災の復興と現状 

熊本県八代市 他 令和２年７月豪雨の災害復旧と南九州西回り自動車道の建設 

８月 富山県立山町 他 立山カルデラ 

※開催テーマ等については、研修委員会において検討し、状況に応じて変更する場合がある。 

２．機関誌事業 



  

機関誌月刊「建設」については、関係機関、地方協会の協力を得て、国内外の社会インフラに 

係る情報を幅広く調査し、提供する。機関誌編集委員会を開催して編集計画を策定し、編集内容

の充実を図る。また、「会員だより」に寄せられる意見等をより一層活用し、合同編集委員会で検討

すること等により、全国の会員のニーズを反映した編集となるよう努める。具体な記事については、

主に以下の内容を掲載し、誌面の充実を図る。 

①  機関誌月刊「建設」では、建設関係施策の周知と建設技術の習得・向上を基本的なコン

セプトとして、今日的課題である「維持管理」「自然災害」「地方創生」を中心に特集として

取り上げ、最新の行政情報をはじめ全国各地で実施されている建設事業や地域情報等

についても広く取り扱う。また、「特集の趣旨」を引き続き掲載し、特集を企画するに至っ

た当該テーマを取り巻く社会情勢、主要な施策、特集の構成等を掲載することにより、読

者が特集の内容を体系的に理解できるようにする。  

②  特集以外の主な掲載記事として、会員の技術の研鑽に寄与するため、資格取得に関す

る合格体験記や諸外国のインフラ情報、i-Constructionに関する話題をはじめとした最

新の技術を活用した生産性の向上を目指す取組事例についても随時掲載する。 

            前年度に新設された「災害発生！そのとき」を随時掲載するとともに、会員からの意見等

を踏まえ「公務員技術者の訴訟リスク」等について引き続き掲載する。 

4 月 技術の伝承・技術力の向上にむけて 
～技術・知恵の伝承～ 

5 月 地域活性化の推進 
～まち・ひと・しごとの創生～ 

6 月 災害に強い安全な国土づくり 
～防災・減災～ 

7 月 
インフラの魅力が伝わる広報へ 
～地域の成功例に学ぶ～ 

8 月 令和３年度表彰 

9 月 
社会資本の戦略的な維持管理 
～維持管理の高度化・効率化～ 

10 月 
公共工事の品質確保に向けた取組み 
～担い手確保の推進に向けて～ 

11 月 
地域活性化の推進 
～観光資源の魅力を極める～ 

12 月 
社会資本のストック効果 
～ストック効果の最大化、見える化～ 



  

 

 

 

 

 

 

 

※特集テーマについては、編集段階（編集委員会）で検討し、 

状況に応じて変更する場合がある。 

 

３．調査研究事業 

(1) 建設関係諸調査 

公共事業に関する最新の施策等について広く情報収集に努め、その結果等について、     

ホームページならびにメールマガジン等にて情報提供を行う。 

(2) 管理瑕疵事故調査 

適正な公物管理に資することを目的に、これまでの調査成果である「公共事業及び公   

共施設に係わる事故事例（民事事件及び刑事事件）事例集」を、会員の要望に応じ情報    

提供を行うとともに、管理瑕疵事故事例集の収集を引き続き依頼する。 

       また、地区連合会が主催する管理瑕疵問題に関する事業に対し助成を行う。 

(3) 地方協会実態調査 

    地方協会の維持・拡充に資するよう、組織の現状を把握するなど、地方協会の実態調

査を行う。 

 

４．出版事業 

建設技術関係者の業務の円滑な執行に資するため、建設技術及び業務をサポートする図

書を編集・発行する。「災害査定添付写真の撮り方（-令和４年改訂版-）｣、「基礎から学

ぶインフラ講座（第３版）｣、「令和４年災害手帳｣及び「令和５年 ２０２３全建手帳」の

内容の充実を図り改訂を行うとともに、必要に応じて重版を行う。 

また、新規図書の発行について、検討する。 

 

発行にあたってはリーフレットを作成し、積極的なＰＲに努める。 

出版物名 

（改訂予定）「災害査定添付写真の撮り方（-令和４年改訂版-）｣ 

（改訂予定）「基礎から学ぶインフラ講座（第３版）｣ 

（改訂予定）「令和４年 災害手帳」 

（改訂予定）「令和５年 ２０２３ 全建手帳」 

 

1 月 公共工事の生産性の向上にむけて 
〜インフラ分野における DX の推進〜 

2 月 
社会資本の戦略的な維持管理 
～持続可能なインフラメンテナンス～ 

3 月 
災害に強い安全な国土づくり 
～復旧・復興～ 



  

５．顕彰・広報事業 

(1) 顕彰事業（事業表彰） 

  良質な社会資本の形成、建設技術の向上等を図るため、顕彰事業の制度の充実に努め、

優れた建設技術の創意工夫をこらした活用並びに事業の進め方やインフラの運用の工夫

等により、優れた成果の得られた事業及び施策等を実施した機関並びに賛助会員に対し

て、全建賞審査委員会の選考を経て、全建賞を授与し、顕彰する。  

事業の内容については、機関誌月刊「建設」、冊子「表彰」及びホームページに掲載す

るとともに、記者会を通じ広報を行う。 

(2) 公共事業に関する広報関係事業 

公共事業が国民の生活に果たす役割、経済の発展や地域の再生・振興等に果たす役割     

等について国民の理解の促進を図るため、建設関係施策に関してホームページ、メール 

マガジン、講習会等の充実に努め、情報提供を実施する。具体的には、「地域活性化に  

寄与するインフラの整備」、「災害に強い安全な国土づくり」、「持続的・効率的なインフ 

ラメンテナンス」等について情報を収集し広報に努める。 

 

６．公共工事品質確保技術者資格制度事業 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づき、発注関係事務を適切に実施する  

ことができる者が公共工事の発注者を支援することによって、工事の品質確保が図られる

ことを目的に、品質確保技術者（Ⅰ及びⅡ）の資格試験・認定を行う。新型コロナウイル

ス感染症に関する動向等を踏まえつつ、令和４年度の資格試験を全国９都市において実施

するとともに、登録更新講習については、内容の充実や運営の効率化を検討して実施する。 

また、公共工事品質確保技術者資格制度の周知を図るとともに、品質確保技術者の活用

が図られるよう取組みを進める。 

さらに、認定登録した品質確保技術者に対して、業務の円滑な執行や技術力の向上等に

資するため、メールマガジン等を活用して入札契約制度の改善や品質確保の向上に向けた

施策に関する最新の情報を適宜提供するとともに、資格保有者のＣＰＤ（継続学習）制度

の利用促進に努める。 

 

７．組織強化・全建活動支援事業 

今後の建設技術関係者を取り巻く諸課題を踏まえ、各地方協会と協力して全建活動の根

幹である会員の加入促進に努め、組織の充実・強化を図り、会員の技術力向上、連携・交

流に資する事業を強化・促進する。 

(1) 組織の充実・強化 

  地方協会との連携を一層深め、下記の①～④の方針に基づき会員の加入促進に努 

める。 



  

① 新規採用者のほか、再入会者・未加入者の加入促進に努める。 

② 未加入市町村の加入促進、都道府県管内市町村職員の加入促進に努める。 

③ 豊富な経験・技術力を有するＯＢの活用を推進し、ＯＢ会員の加入促進に

努める。 

④ 異動等に伴う自然退会の抑制・再入会の促進に努める。 

④については、昨年度試行した「転入者通知」を本格的に実施し、他機関へ異

動した会員について各地方協会から受けた報告をとりまとめて異動先機関の地方

協会へ通知すること等により、異動に伴う自然退会の抑制・再入会の促進に努め

る。 

(2) 地方協会等活動支援 

地方協会等が実施する、会員の技術水準及び社会的地位の向上、並びに会員相互 

の交流事業等に対して、地方協会等事業助成制度により支援を行う。 

会員の貴重な体験や経験について技術の伝承を図るため、地方協会間を講師派遣 

の出前講座で結ぶ「伝承プロジェクト」助成制度を活用して支援を行う。 

技術力の向上、連携・交流に資する取組について検討する。 

特徴ある地方協会活動については、機関誌月刊「建設」等を通じ広報する。 

さらに、新型コロナウイルス感染症に関する動向等を踏まえつつ、地方協会総会      

への参加、８月頃に開催予定の全国事務局長会議、全建の意義や事業についてのパ

ンフレットや事務局長の手引き等を活用した地方協会への協会活動の周知等により、

地方協会活動の支援に努める。 

地方協会の活動事例、データ等を収集、整理し、各種会議等において地方協会に 

情報を提供する。 

新型コロナウイルス感染症に関する動向等を踏まえつつ、全建活動の改善に資す    

るよう、本部役職員による事務局担当者からのヒアリング、幹部との面談を行い、

地方協会の活動や事務の実態、課題等の把握に努めるとともに、地方協会の疑問、

悩みに対して情報の提供等を行う。 

    (3) 建設関係者表彰 

全建活動に対する指導・運営、建設技術の進歩発展、建設行政の推進、災害支援 

活動等に関して、功績が顕著なる会員等に谷口賞、小沢賞及び全建功労賞を授与し、

顕彰する。 

また、長期にわたり、建設行政の発展と建設技術関係者の社会的地位の向上に尽 

力した会員に長期会員表彰を授与し、顕彰する。 

これらの表彰は、全建賞と同じく機関誌月刊「建設」、冊子「表彰」及びホーム 

ページに掲載する。 

(4) ＣＰＤ制度の運営 

社会資本整備・管理に携わる建設関係技術者が、公共事業の変化に対応した新し 



  

い技術・知識の習得や各自の保有する技術水準の維持・向上に資するため、全建Ｃ

ＰＤ制度について、会員や多くの技術者に利用されるようＰＲするとともに、制度

やシステムの適切な運営に努める。 

また、建設系ＣＰＤ協議会での活動を通して、技術者の継続教育の社会的な認知 

度の向上を図る。 

(5) 建設系公務員賠償責任保険制度 

  建設系公務員賠償責任保険制度及び建設系機構・公社等職員賠償責任保険制度に 

ついて、地方協会ならびに会員に対し、機関誌月刊「建設」（毎月掲載）や地方協 

会総会等の場を活用し、積極的なＰＲに努める。 

(6) 会員サービス等の実施 

① 本会発行の技術図書を会員価格で提供するとともに、他機関発行の技術図書

について割引斡旋を行う。 

② 会員の死亡等への見舞金の支給、大規模な災害で被災した地区に関係する地

方協会への支援等を行う。 

③ 会員サービスの向上や長期的観点に立った事務の効率化に資するよう、会員

の入退会の報告、会費の徴収等に関する事務の改善を図る。 

④ 全会員を対象に、建設系公務員求償補償サポートと弁護士・医師等電話相談

サポートをサービスとする「全建会員安心サポート制度」を運用する。 

 


